
元助手の在任期間，助手論文および現職(着任順)

下記事項のうち， 1は最終学歴 2は在任期間 3は助手論文題名 4は現職をしめ した。

松村 憲 一

1946年 9月 東京帝国大学経済学部卒業

2 1946年 9月-1948年 3月

4 学習院大学経済学部教授

塩田 庄 兵 衛

4 上智大学国際関係研究所教授

喜多川篤典

1941年 12月 東京帝国大学法学部卒業

2 1948年 11月-1952年 3月

3 r制度」の法律的意味Vてついて 『社会科学研究』

1945年 9月 東京帝国大学経済学部大学院特別研 2巻 4号

究生前期修了 4 1976年日月 31日死去

2 1946年 11月-1950年 6月

3 幸徳、秋水の思想的転化 『社会科学研究J1巻 2号 竹浪 祥一郎

4 立命館大学経済学部教授 1947年 9月 東京帝国大学経済学部卒業

下山 瑛二

1947年 3月 東京帝国大学法学部卒業

2 1947年4月- 1950年 12月

4 東京都立大学法学部教授

福島 新吾

1947年 3月 東京帝国大学法学部卒業

2 1947年 4月-1954年 4月

3 戦後日本の警察と治安 『社会科学研究J5巻 l号

4 専修大学法学部教授

渓内謙

1947年 3月 東京帝国大学法学部卒業

2 1947年 9月-1951年 4月

4 東京大学法学部教授

松本 達郎

1944年 9月 東京帝国大学経済学部卒業

2 1948年 7月-1954年4月

3 絹・人絹織物業Vてなける労働事情ー秩父織物業κ

ついてー 『社会科学研究J4巻 2号

4 流通経済大学経済学部教授

田 侃

1952年 4月 東京大学大学院特別研究生退学

2 1948年 10月-1952年 5月

2 1949年 3月-1954年 12月

4 桃山学院大学経済学部教授

阪本 仁作

1949年 3月 東京大学法学部卒業

2 1949年 3月-1958年 3月

3 ノレ y :7一政治思想史研究序論 関西学院大学法政学

会 『法と政治J11巻 2号 13巻 1号， 1960， 1962 

4 関西学院大学法学部教授

吉野悟

1949年 3月 東京大学法学部卒業

2 1949年 4月-1954年 4月

3 古代ローマ法Kむける主主捕の構造『社会科学研究』

5巻 3，4号 古代ロ ーマ法tてをける拘束行為の構造

『社会科学研究j 6巻 1号古代ローマ法Vてなける握

取行為の構造 『社会科学研究J6巻 4号 7巻 1号

4 大阪市立大学法学部教授

藤井洋

1941年 3月 東京帝国大学法学部卒業

2 1949年 6月-1950年 5月

3 ニューディーノレの信用政策 『社会科学研究J2巻

2号

4 1951年 2月26日死去
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藤 田 若雄 労働法 6J日本労働法学会編 『労働法講座J7巻上

1937年 3月 東京帝国大学法学部卒業 4 法政大学社会学部教授

2 1949年 6月-1950年 5月

3 吾妻労働法学の基底Kあるもの 『社会科学研究』 外尾 健一

2巻 2号 1951年 3月 東京大学法学部卒業

4 1977年 1月2日 死 去 2 1951年 4月-1956年 3月

3 フランス初期労働協約法理の形成過程 『社会科学

氏原正治 郎 研究j8巻 I号-4号

1945年 9月 東京帝国大学大学院特別研究生前期 4 東北大学法学部教授

修了

2 1949年 6月-1951年 12月

3 所謂 「常用工」と「臨時工JVてついて 『社会科学

研究J3巻2号

4 東京大学社会科学研究所教授

近江谷左馬 之介

1948年 3月 東京大学経済学部卒業

2 1949年 6月-1952年 3月

3 窮乏化論

4 r現代の世界』誌編集長

中 木 康夫

1948年 3月 東京大学経済学部卒業

2 1949年 6月-1952年 7月

3 フランス絶対主義形成期の産業構造 『史学雑誌』

61編 9号， 1952 

4 名古屋大学法学部教授

小山 博也

1948年 3月 東京大学法学部卒業

2 1949年 6月 -1953年 6月

3 条約改正をめぐる初期政策 『社会科学研究j3巻

3号

4 埼玉大学経済学部教授

長坂 聴

1950年 3月 東京大学経済学部卒業

2 1950年 11月-1956年 3月

3 交互計算信用と発行業務ードイツ信用銀行の本質一

字野弘蔵先生記念論文集『マノレクス経済学体系(下)J

4 東京教育大学文学部教侵

秩 田 成就

1950年 3月 東京大学法学部大学院終了

2 1950年 11月-1957年 3月

3 イギリス労働組合法の研究 『日本労働法学会誌

江守 五夫

1951年 3月 東京大学法学部卒業

2 1951年 4月-1957年 3月

3 I前婚熔的自由交渉」慣行Kついてーその本質と

諸規範原理一日本法社会学会編 『家族制度の研究 』

(下) 有斐閣 1957 

4 明治大学法学部教授

岡田 与好

1951年 3月 東京大学経済学部卒業

2 1952年 4月-1956年 3月

3 イギリス・マナー崩壊の基本的性格ー農業K会け

る資本主義形成の歴史的前提一 『社会科学研究』

5巻 2号 3号

4 東京大学社会科学研究所教授

大島 太郎

1952年 3月 東京大学法学部卒業

2 1952年 4月-1958年 3月

3 日本地方行財政の形成と構造 原型創出過程の考

察一 『社会科学研究J8巻5・605，9巻2号，r専
大論集J26号

4 専修大学法学部教授

藤田 勇

1952年 3月 東京大学法学部卒業

2 1952年 4月-1958年 3月

3 全人民的所有の運動形態としての計画契約の法的構

造 『社会科学研究j8巻3・4号 9巻1号

4 東京大学社会科学研究所教授

戸原 四郎

1952年 3月 東京大学経済学部卒業

2 1952年 4月-1959年 6月

3 ドイツ金融資本の成立過程 『社会科学研究J10巻
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1号 2・3合併号

4 東京大学社会科学研究所教授

岡崎 栄松

1953年 3月 東京大学経済学部卒業

2 1953年 4月-1957年 3月

3 価値論会よび分配論κ沿けるアダム・スミスとリカ

アドウ 『立命館経済学j 6巻1・2号

4 立命館大学経済学部教授

奥平康弘

元助手の在任期間，助手論文台よび現職

3， 4号

4 東京大学社会科学研究所教授

遅塚忠射

1957年 3月 東京大学大学院人文科学研究科修士

課程修了

2 1957年 4月-1963年 7月

3 17・8世紀ノレアン大司教領の経済構造 『社会科学

研究j 15巻3・4，5号

4 東京都立大学人文学部助教授

1953年 3月東京大学法学部卒業 石崎 昭彦

2 1953年 4月-1957年 3月 1958年 3月 東京大学大学院経済学研究科博士課

3 アメリカ(fC:t>'ける映画校閲制ー現代K沿ける表現 程単位修得退学

の自由の一考察一 『社会科学研究J10巻 5，6号 2 1958年 4月-1961年 3月

4 東京大学社会科学研究所教授 3 アメリカ金融資本成立過程の研究 『社会科学研究j

松沢 弘陽

1955年 7月 東京大学大学院法学政治学研究科修

士課程中途退学

2 1955年 7月-1960年 4月

3 天皇制体市1j(fC公ける労働運動リーダーシッフ・の諸類

型 『社会科学研究J11巻 5・6合併号

4 北海道大学法学部教授

望月 礼 二郎

1955年 3月 東京大学大学院法学政治学研究科修

士課程修了

2 1955年 7月-1960年 6月

3 謄本保有権の近代化ーイギリス土地所有法近代化

の一断面一 『社会科学研究J11巻 1，2号

4 東北大学法学部教授

関谷 嵐子

1951年 3月 東京大学経済学部卒業

2 1957年 1月-1961年 12月

3 イギリス労働組合の共済手当制度 『社会科学研究』

13巻 1，2・3合併号

4 北海道教育大学教授

利 谷 信義

1957年 3月 東京大学大学院法学政治学研究科修

士課程修了

2 1957年 4月-1961年 11月

3 r家」制度の構造と機能 『社会科学研究j13巻2・

J 2巻 2，4号

4 神奈川大学経済学部教授

小林 謙一

1958年 3月 東京大学大学院農学研究科博士課程

単位修得退学

2 1958年 4月-1961年 3月

3 就業構造と農村過剰j人口 御茶の水書房 1961 

4 法政大学経済学部教授

渡辺 昭

1958年 3月 東京大学大学院経済学研究科博士課

程単位修得退学

2 1958年 4月-1961年 3月

3 商品の「価値の実体」論と商品の 「価値形態」論ー

労働価値説の歴史Kなけるマルクスー 『社会科学

研究J12巻 2・4号

4 和歌山大学経済学部助教授

浅 井 敦

1956年 3月 愛知大学大学院法学研究科修士課程

修了

2 1958年 4月-1962年 3月

3 社会主義的憲法原理としての民主集中爺Ij r社会科

学研究J12巻6号， 13巻1号

4 変知大学法経学部教授

稲本 洋之助

1958年 3月 東京大学法学部卒業
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2 1958年4月-1966年 2月

3 フランス相続法の近代化K関する試論

4 東京大学社会科学研究所助教授

辰巳 光世

1958年 3月 東京大学法学部公法学科卒業 19' 

59年 3月 東京大学法学部政治学科卒業

2 1959年 4月-1965年 3月

3 政治的キー・シンボノレと 引照基準の体系 憲法調

査会公聴会の内容分析を通して一 『社会科学研究』

16巻 4・5号

"，小池和 男

1960年 3月 東京大学大学院経済学研究科博士課

程単位修得退学

2 1960年 4月-1963年 3月

3 わが国産業月l蹟金交渉の構造K関する実証的研究

『社会科学研究J14巻 2，3・4号

4 名古屋大学経済学部助教授

林 健久

1960年 3月 東京大学大学院経済学研究科博士課

程単位修得退学

2 1960年4月-1963年 3月

3 明治前期の租税構造 『社会科学研究J14巻 2，

3・4号

4 東京大学経済学部教授

佐藤 良雄

1960年 3月 東京都立大学法経学部卒業

2 1960年4月-1965年 3月

3 判例Kなける婚姻予約の研究 『社会科学研究J17 

巻5号

4 成城大学経済学部教授

和田 春樹

1960年 3月 東京大学文学部卒業

2 1960年 4月 -1966年 3月

3 近代ロシア社会の成立と発展 『社会科学研究J17 

巻 2，3号

4 東京大学社会科学研究所助教授

藤瀬浩司

1961年 3月 東京大学経済学研究科博士課程単位

修得退学

2 1961年 4月-1963年 3月

3 プロシヤ農民解放と農業進化の構造 『社会科学研

究J15巻4号 16巻1号

4 名古屋大学経済学部助教授

柴垣 和 夫

1961年 3月 東京大学大学院経済学研究科博士課

程単位修得退学

2 1961年 4月-1964年 3月

3 日本金融資本研究序説 財閥型金融資本の構造分

析一 『社会科学研究J5巻 2，3・4合併号

4 東京大学社会科学研究所教授

伊 藤隆

1961年 3月 東京大学大学院人文科学研究科修士

課程修了

2 1961年 4月-1966年 3月

3 ロンドン海軍軍縮問題をめぐる諸政治集団の対抗と

提携 『社会科学研究j 17巻4号 19巻2号 『昭

和初期政治史研究』東京大学出版会， 1969 

4 東京大学文学部助教授

加 藤 栄一

1962年 3月 東京大学大学院経済学研究科博士課

程単位修得退学

2 1962年 4月-1964年 3月

3 グァイマノレj切ドイツ資本主義の構造と運動一国家

独占資本主義的政策体系の必然、1生一 『社会科学研究』

16巻 3，4 " 5号

4 東京大学社会科学研究所助教授

伊藤 喜雄

1962年 3月 東京大学大学院農学研究科博士謀程

号位修得退学

2 、1962年 4月-1964年 10月

3 農地改革後VC;j;>ける農家の階層変動 『社会科学研

究J16巻 2，3号

4 信州大学人文学部教授

山田 卓生

1962年 3月 東京大学大学院法学政治学研究科修

士課程修了

2 1962年 4月-1967年 3月

3 借地法の生成と展開 ー宅地利用権の議澱転貸を中

心κして一 『社会科学研究J18巻 2，4号
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4 中央大学法学部教授

堀部政男

1962年 10月 東京大学大学院法学政治学研究科

博士課程中退

元助手の在任期間，助手論文むよび現職

程単位修得退学

2 1964年 4月-1967年 3月

3 南北戦争以後のアメリカ鉄道建設とその経済的意義

口

下王

1860 -1890年 『社会科学研究j18巻 5，6 

2 1962年 11月-1966年 11月 4 法政大学経済学部教授

3 イギリス近代法の形成ー 18世紀後半Vてなける司

法的立法研究序説 『社会科学研究J19巻 1，2号 中耳 太一

4 一橋大学法学部助教授 1964年 3月 東京大学大学院社会学研究科博士課

程単位修得退学

毛利 健三 2 1964年 4月-1967年 3月

1963年 3月 東京大学大学院経済学研究科博士課 3 中国官僚資本主義の形成- 30年代K於ける国民

程単位修得退学 党の経済政策を中心として 『社会科学研究j18 

2 1963年 4月-1965年 3月巻3，4号

3 1825年恐慌とイギリス綿工業ーイギリス産業資 4 滋賀大学経済学部助教授

本確立過程の構造分析序説一 『社会科学研究J17 

巻 6号

4 東京大学社会科学研究所助教授

山口 浩一郎

石坂 昭雄

1964年 3月 東京大学大学院経済学研究科博士課

程単位修得退学

2 1964年 4月-1967年 7月

1960年 3月 東北大学法学部卒業 3 オランダKなける近代財政の成立 オランダ型貿

2 1963年 4月-1966年 3月 易国家の市民革命と財政制度の変革一 「社会科学

3 試用労働契約の法的構成tてついて 『社会科学研究』 研究j 18巻 2，3号

18巻 1号 4 北海道大学経済学部助教授

4 上智大学法学部教授

山本潔

1963年 3月 東京大学大学院経済学研究科博士課

程単位修得退学

2 1963年 4月-1966年 3月

3 技術革新と労働市場構造の変貌 機械工業なよび

装置工業V亡命ける実証的研究一 『社会科学研究』

17巻 1号

4 東京大学社会科学研究所助教授

高村直助

1965年 3月 東京大学大学院人文科学研究科博士

謀程単位修得退学

2 1965年 4月-1966年 9月

3 日本紡績業の確立と展開 『社会科学研究j 19巻

4， 5， 6号

4 東京大学文学部助教授

松沢 哲成

1965年 3月 東京大学文学部卒業

保木本 一郎 2 1965年 10月-1972年 4月

1963年 3月 東京大学大学院法学政治学研究科修 3 石原莞爾と世界最終戦論ー満洲事変前後の日本フ

士過程修了 ァシズム運動一『社会科学研究J22巻 3，4号

2 1963年 4月-1968年 3月

3 ドイツK卦ける営業警察の展開 『社会科学研究』

19巻 5，6号， 20巻 2号

4 国学院大学法学部助教授

佐々木隆 雄

4 東京女子大学文理学部助教授

柳沢治

1966年 3月 東京大学大学院経済学研究科博士課

程 2年退学

2 1966年 4月-1970年 3月

1964年 3月 東京大学大学院経済学研究科博士課 3 ドイツ三月革命の農業・土地問題 『農民革命』
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の分析を中心K 一 『社会科学研究j 21巻2・3号 程単位修得退学

4 東京都立大学経済学部助教授 2 1968年 4月-1971年 3月

3 相対的安定期Vてなけるドイツの大銀行と産業の資本

戒 能 通厚 蓄積『社会科学研究j 22巻 1，2号

1966年 3月 東京大学法学部卒業 4 信州大学人文学部助教授

2 1966年 4月-1971年 3月

3 近代イギリス土地相続法の社会的基礎ーイギリス 早 川 征一郎

所有権法の一考察一 『社会科学研究j23巻3，5・ 1968年 3月 東京大学大学院経済学研究科修士課

6号 程修了

4 名古屋大学首長学部WJ教授 2 1968年 4月-1972年3月

3 戦後国鉄賃金決定機構の考察一昭和 24-32年を

手 塚 和彰 中心として 『社会科学研究j 25巻 5・6合併号

1966年 3月 東京大学法学部卒業 4 法政大学社会労働問題研究センタ一助教授3 法政大

2 1966年 10月-1970年 9月 学大原社会問題研究所研究員

3 戦前の労働組合法問題と旧労働組合法の形成と展開

『社会科学研究j 22巻 2号， 23巻2号 平石直昭

4 千葉大学人文学部助教授 1968年 3月 東京大学法学部卒業

2 1968年 4月-1974年 3月

西 川 純子 3 主体天理天帝ー横井小楠の政治思想一 『社

1967年 3月 東京大学大学院経済学研究科博士課 会科学研究j25巻 5，6号

程単位修得退学 4 千葉大学人文学部助教授

2 1967年 4月-1970年 3月

3 1920年代アメリカの企業金融分析ー金融資本展 本間 重紀

開過程のー側面一 『社会科学研究j 21巻 2・3号 1968年 3月 東京大学法学部卒業

4 東京都立商科短期大学助教授 2 1968年 4月-1974年 3月

3 戦時経済法の研究一国家的独占と経済法一 『社

神林章夫 会科学研究J25巻6号 26巻1号

1967年 3月 東京大学大学院経済学研究科修士課 4 静岡大学人文学部助教授

程終了

2 1967年 4月-1972年 3月 原田純孝

3 公共企業体の自立的基盤 公共投資論への一視角 1968年 3月 東京大学法学部卒業

・日本電々公社と建設投資一 『社会科学研究.123 21968年 12月-1976年 11月

巻5・6号 3 農地賃貸借の法構造とその特質 『社会科学研究J
4 信州大学人文学部助教授 28巻 3，6号

宮崎 良夫

1967年 3月 東京大学法学部卒業

2 1967年 4月 -1973年 3月

3 r法治国」の理念と現実ープロイセン官僚命Ij法治

主義の特質一 『社会科学研究j 25巻 2号， 26巻

1号

4 東京大学社会科学研究所助教授

小湊繁

1968年 3月 東京大学大学院経済学研究科博士課

田端 博邦

1972年 3月 早稲田大学大学院法学研究科博士課

程単位修得退学

2 1972年 4月-1975年 3月

3 フランスKむける労働者参加制度一企業委員会制

度の成立と展開 『社会科学研究j 26巻 6号， 27

巻 1号

4 東京大学社会科学研究所助教授
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